
障害者虐待防止について
－ 概要と対応 －

仙台市健康福祉局障害企画課
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令和２年度仙台市障害福祉
サービス事業者等集団指導

資料１



・障害者虐待とは何か

・どのような対応が求められるのか 等

障害者虐待について 概要 と 対応 に分けて説明いたします。

普段施設で行っている虐待防止研修などで学んだことを

本資料で再度確認し、今後の支援に活かしていただければと

思います。

スライド上部 ： 本文

スライド下部 ： 説明や確認事項
注意点、ポイント 等
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本資料の説明

ページタイトル

＜本資料の構成＞



・障害者虐待とは - 5p

・虐待防止法の目的 - 6p

・虐待の分類と類型 - 7p

・全国の虐待動向 - 13p
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概要
対応

＜ 参考・引用資料 ＞
・障害者福祉施設、障害福祉サービス事業所における障害者虐待防止法の理解と対応
・障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き
・平成30年度障害者虐待防止法対応状況調査結果報告書
（いずれも厚生労働省作成）

・虐待の発生要因 - 16p

・未然防止策 - 17p

・発見時の対応 - 20p

その他 虐待防止委員会、身体拘束適正化委員会の義務化 - 25p

目次
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概要パートでは上記の内容で、

そもそも虐待とはどのようなものなのか、

障害者虐待防止法の目的は何か、等について説明いたします。

また、厚生労働省が毎年行っている

障害者虐待に関する調査結果の一部を取り上げ、

全国の虐待動向を紹介いたします。

・障害者虐待とは ₋ ₋ ₋ 5p

・虐待防止法の目的 ₋ ₋ ₋ 6p

・虐待の分類と類型 ₋ ₋ ₋ 7p

・全国の虐待動向 ₋ ₋ ₋ 13p

概要



障害者虐待とは

▷ 虐待とは

保護、監督すべき権限や責務のある立場の人からの
権限の乱用（不適切な使用）

▷ 障害者虐待防止法※では虐待行為を以下のように示している

・障害者の尊厳を害するもの

・障害者の自立及び社会参加を妨げるもの

障害者虐待を一言で具体的に表現すると、
『障害者の生命・身体・精神・権利・財産が侵害されること』
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※ 正式名称は、『障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律』



障害者虐待防止法の目的

第一条（抜粋）

・障害者に対する虐待の禁止

・虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置

等を定めることにより、

障害者虐待の防止等に関する施策を促進し、

障害者の権利擁護に資すること

虐待行為自体 や 虐待行為を行った者・施設 を

罰するための法律ではない

一方、虐待行為は内容や程度に応じて
警察と連携し対応を行う場合もあります。

その場合、虐待行為は刑法に基づき罰せられる可能性もあります。
☛
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上記の通り、虐待には5つの類型がありますが、
それぞれの具体例をいくつか列挙することはできますか？

障害者虐待の「分類」と「類型」

3つの分類

①養護者による虐待
②施設従事者等による虐待
③使用者による虐待

『障害者福祉施設従事者等』には、
管理者や支援員だけでなく、事務員や調理員、運転手など
施設に従事するすべての方が含まれます。

5つの類型

①身体的虐待
②性的虐待
③心理的虐待
④放棄・放置（ネグレクト）
⑤経済的虐待
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※本資料では②について説明しています



暴力的行為や乱暴な扱い、正当な理由のない身体拘束。

叩く、蹴る等よく例示されるものの他、

・熱いシャワーでやけどをさせる

・身体的苦痛や症状悪化を招く行為の強要

・利用者を抑えつけて行動を制限する（身体拘束）

虐待5類型（身体的虐待）

令和4年度からは、
身体拘束適正化委員会の設置・運営が義務化されます。
身体拘束の定義や要件などを再度確認し、取り組みを進めましょう。
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＜参考＞刑法では

第204条（傷害罪）、第208条（暴行罪）、第220条（逮捕監禁罪）

等に該当する場合があります。

- - - - - - - - - - - - 等が該当



被害者の性別は問いません

障害者にわいせつな行為をすること、またはさせること。

・キス、性的な行為の強要

・本人の前でわいせつな言葉を発する、または会話する

・着替え等の介助がしやすいという目的で、上（下）半身を
裸のままや下着のままで放置する

セクシャルハラスメントも性的虐待に該当する場合があります
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等が該当

虐待5類型（性的虐待）

＜参考＞刑法では

第176条（強制わいせつ罪）、第177条（強制性交等罪） 等に該当する場合があります。



暴言や拒絶的な対応、差別的発言等、

障害者に心理的外傷を与える言動。

威嚇的な発言 →「お前」「追い出すぞ」「おい」

侮辱的な発言 →「バカ」や、子ども扱いのような発言

交換条件の提示 →「これができたら買ってあげる」

子ども扱いとは、「大人に対しては行わない対応」と表現できます。

例えば
「○○ちゃん、えらいね」は、子ども扱いに該当します。
「○○さん、すごいですね」等の表現が適切です。
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等が該当

虐待5類型（心理的虐待）

＜ 参考 ＞ 刑法では

第222条（脅迫罪）、第223条（強要罪）、第230条（名誉棄損罪）

等に該当する場合があります。



利用者間の口論や悪口等の放置もネグレクトに該当します。
利用者から求めがあった場合だけでなく、
職員が異変に気づいた時点で適切な対応を行うことが重要です。

必要とされる支援や介助、状態に応じた診療や支援を怠り、
障害者の生活環境・心身の状態を悪化させること。

・車いすや補聴器など必要な用具の使用を限定し、
障害者の要望や行動を制限する

・利用者間の暴力行為を認識していながら対応しない
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等が該当

虐待5類型（放棄・放置〔ネグレクト〕）

＜ 参考 ＞ 刑法では

第218条 保護責任者遺棄致死罪 等に該当する場合があります



本人同意のない財産の処分や本人の金銭の使用制限を行うこと。

・年金や賃金を管理して渡さない

・本人の財産を、本人が知らない又は支払うべきではない
支払いに充てる

・本人に無断で親族にお金を渡す、貸す
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等が該当

虐待5類型（経済的虐待）

不当な使用だけでなく、不当な制限も経済的虐待に該当します

＜ 参考 ＞ 刑法では

第235条（窃盗罪）、第246条（詐欺罪）、第252条（横領罪）

等に該当する場合があります

部屋の清掃の際、利用者の持ち物を同意なしに処分することも
経済的虐待に該当する場合があります

- - - - - - - - - - -



全国の施設従事者等による
虐待認定件数

統計調査が始まった

H24年以降、毎年増加している

全国の虐待動向
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

※H24年度は下期のみの集計
※R1年度の結果はまだ公開されていません

＜ 出典 ＞ 平成30年度 障害者虐待対応状況調査

認定件数の増加理由としては、
・虐待行為が増えている
・通報件数（明らかになる虐待）の増加 等が考えられます

仙台市においても通報件数は増加傾向にあり、
それに伴い虐待の認定件数も増加しております。
※認定率（認定案件/通報）も上昇しています



全国の虐待動向

虐待類型の構成割合（複数回答）

全虐待事案の中で

身体的虐待が5割を占めている
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5.7

7.1

13.3

42.6

51.7%

ネグレクト

経済的虐待

性的虐待

心理的虐待

身体的虐待

※1事案で複数の虐待類型の認定あり

＜ 出典 ＞ 平成30年度 障害者虐待対応状況調査

本市においても、知的障害のある方への身体・心理的虐待も多く、
しつけとして叩く等、「指導」「教育」の名を借りた虐待行為等が
未だに無くならない状況です

被虐待者の障害種別（複数回答）

知的障害の方の被害が

突出して多い状況

知 的 身 体 精 神 発 達 難 病

74.8% 22.7% 13.5% 4.2% 0.5%
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続いて、対応パートでは、

虐待事案発生要因、防止策、発見時対応について説明します。

虐待行為を発生させないための取り組みや

発生時の注意点も説明しているので、

施設での取り組みを考える際の参考にしていただければと

思います。

・虐待の発生要因 ₋ ₋ ₋ 16p

・未然防止策 ₋ ₋ ₋ 17p

・虐待疑い行為発見時の対応 ₋ ₋ ₋ 20p

対応



厚生労働省の調査によると、

全国の虐待の発生要因上位5項目は下表の結果となっている

虐待の発生要因

実務の蓄積（OJT)だけでなく、知識獲得のための研修の実施や
職員間での支援方法の確認等を通じて、適切な知識・技術の獲得を
目指すことが虐待防止につながります
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虐待発生要因（複数回答）

教育・知識・介護技術等に関する問題 73%

職員のストレスや感情コントロールの問題 57%

倫理観や理念の欠如 53%

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 23%

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 20%

＜ 出典 ＞ 平成30年度 障害者虐待対応状況調査



施設従事者等による虐待行為を防止するためには、

何よりまず障害者の人権の尊重や障害者虐待について、

管理者・職員が自ら高い意識を持つことが重要である
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未然防止の考え方

職員各人が支援技術を高めるだけでなく、
組織としてもノウハウを共有（蓄積）することが重要です

施設内で障害に関する知識や支援技術などの
共有は行われていますか？

- - - - - - - - - - - - -



OJTによる支援技術の向上や、研修の受講だけでなく、

WEBや書籍等を活用した障害特性理解や支援に関する考え方の

深化等も虐待防止に有効である
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未然防止に向けた取り組み例

例えば、WEBで支援に関することを検索した時は、
目的のページ・内容を職員間で共有することも有効です。

一人の職員が調べたということは、
他の職員も検索する可能性があります。

日々使用する引継ぎノートに印刷した検索結果を綴じる、
SNSで共有する等を行い、自分だけでなく他の職員も
知識を獲得できるよう、組織として知識の蓄積に取り組みましょう。- - - - - - - - - - -



・チェックリストによる支援方法や職員の心身状態の定期確認

・危険行為や不適切支援が確認された場合の対応方法の整備

・各種研修の実施による職員の知識・技術の向上

・外部研修の受講
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その他の未然防止策

繰り返しになりますが、

虐待行為を未然に防ぐためには
職員一人ひとりが支援の意識・倫理観を高く持つことが重要です。

自分の支援だけでなく、周りの職員の支援にも気を配り、
虐待防止や権利擁護の意識を常に持ち、
施設全体で支援の質の向上に取り組みましょう。

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -



虐待疑い行為を発見した場合、
まずは、被虐待者の保護が最優先。

・加害者との分離（引き離す、支援に入らせない等）

・心身状態の確認（ケガや精神状態に問題がないか等）

その後は、施設ごとに決められた
虐待発見時の対応フローに沿って対応を行う。

・管理者や施設長に報告

・すぐに仙台市に通報し、通報した旨を上司に報告 等
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虐待疑い行為発見時の対応

→ 利用者に危険が迫っている時、すぐに対応できるよう
有事の際の自分の行動を確認しましょう

虐待疑い行為を認識したときに取るべき行動は何か
すぐに答えられますか？

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -



利用者（障害者）の権利を守ることが重要になるため、
虐待が疑われる行為を覚知した時点で、対応が必要

利用者、他の職員から噂として聞いたことや、
支援の中で利用者の様子に変化があった場合、
まずは通報（相談）してみることが大切

虐待行為が実際にあったかどうかの確認は必須ではない

虐待通報とその義務

＜ 通報義務 ＞

虐待を発見した時に通報する義務

虐待と疑われる行為に気づいた時に通報する義務
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- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

☛
＜ 根拠法 ＞ 障害者虐待防止法 第16条



支援方法で悩んだときは...

例えば、
運営しているグループホームに他害行動をとる利用者がおり、
支援に難しさを感じているという悩みがある
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「分からないまま」や「悩みながら」行う支援が、
虐待行為につながることもあります。
支援について悩んだ時は、下記機関へご相談ください。

障害者総合相談
区役所・宮城総合支所 障害高齢課
秋保総合支所 保健福祉課

身体障害・高次脳機能障害のある方、難病の方への支援 障害者総合支援センター

知的障害・発達障害のある方への支援 発達相談支援センター（北部・南部）

精神障害のある方への支援 精神保健福祉総合センター

障害者虐待・権利擁護 障害企画課 （ 企画係 ）

等の場合
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相談先が分からない場合は、仙台市で作成している
『ふれあいガイド（障害者保健福祉のあんない）』の
相談の窓口に関するページをご確認ください

＜ ふれあいガイド ＞
http://www.city.sendai.jp/servicekanri/kurashi/kenkotofukushi/shogai/shien/torikumi/fureai.html

支援方法で悩んだときは...
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以上、障害企画課企画係からは、

障害者虐待防止について、 概要 と 対応 に分けて説明いたしました。

しかし、資料の都合上、簡略化（省略）して説明した部分も多いです。

今回、参考資料として提示した

「障害者福祉施設等における障害者虐待の対応と手引き」等を

確認しながら、障害者虐待対応に関する理解を更に深め、

障害のある方が安心し、安定した生活を送ることができるよう

取り組んでいただきたいと思います。



令和4年4月1日から障害福祉サービス事業所等において、

虐待防止委員会

身体拘束等適正化委員会 の設置・運営が義務化されます。

制度改正に関するご案内

設置方法や運営方法等の詳細な情報は、
現時点でまだ国から明示されていません。
提示され次第、別途お知らせいたします。
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その他

＜ 参考 ＞
参考資料の「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」には
虐待防止委員会の例等が記載されていますので、虐待防止責任者の設置等、
可能な範囲で取組みを進めていただければと思います。

☛

※令和3年度は努力義務



障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き
https://www.mhlw.go.jp/content/000686499.pdf

平成30年度障害者虐待防止法対応状況調査結果報告書
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000189859_00003.html

障害者福祉施設、障害福祉サービス事業所における
障害者虐待防止法の理解と対応

https://www.mhlw.go.jp/content/000686501.pdf

参考資料
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＜ 参考・引用資料 ＞ …いずれも厚生労働省作成

＜ 障害者虐待の相談・通報先 ＞

仙台市障害者差別虐待相談ダイヤル 022-214-8551
（24時間・365日対応可能）


